選択的夫婦別姓制度は何故実現しないのか : 「女性活躍推進」の陰で by 笹川 あゆみ










































が義務化された（久武 2001a）。翌 1876（明治 9）年の太政官指令においては、妻は夫の
「家」を相続する場合は「夫家ノ氏」を称するが、それ以外は「所生ノ氏ヲ用ユヘキ事」と
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武蔵野大学教養教育リサーチセンター 紀要 e Basis Vol.9（2019.3）
党政権の千葉景子法務大臣が、民法改正案を翌年の通常国会に提出したいと強い意欲を示し
ていたが、結局は頓挫してしまった。
一向に動かない国会への失望とともに、2011 年に女性 4 名と男性 1 名が原告となり、民
法 750 条を憲法違反として東京地裁に訴えた。東京地裁、東京高裁と敗訴し、2015 年 12
月、最高裁でも訴えは却下された。
しかし、1996 年の民法改正要綱案の中で、その後改正に至った条文もある。2013 年、最
高裁は、民法 900 条（法定相続分）4 号にあった婚外子の相続分を婚内子の 1/2 とする部分
に関して、14 人の判事が全員一致で憲法違反と判断した。離婚後 6 か月経過しなければ再
婚できないと規定していた民法 733 条（女性の再婚禁止期間）は、2015 年の最高裁判決を
受けて、再婚禁止期間が離婚後 100 日へと縮小された。また、民法 731 条（婚姻適齢）は、
男子は 18 歳、女子は 16 歳としていた婚姻可能年齢を、成人年齢の引き下げに伴い、男女








古くは NHK が 1973 年に行った『日本人の意識』という調査の中で、「夫婦の姓はどう
あるべきか」と別姓について尋ねている。結果は、夫婦別姓を望む率は男女合わせて 3%
だった（久武 2001b：44）。また、1976 年に 20 歳以上の女性のみ対象に行った総理府（現
内閣府）の『婦人に関する世論調査』では、「夫婦が別々の姓を名乗ることを認めた方がよ











によると、「賛成」42.5%（女性 42.5%、男性 42.5%）、「反対」29.3%（女性 28.3%、男性
30.4%）、「旧姓使用賛成」24.4%（女性 24.9%、男性 23.9%）であった（内閣府 2017）。世
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代別にみると、18 歳から 59 歳までは賛成が 50% 前後で、反対は 20% に届いていない。反
対派が多いのは 60 歳以上で、60 代が 33.0%、70 歳以上が 52.3% となっており、全体で 3
割近くを占める反対派は高齢世代が貢献しているようである。結婚後の姓をどうするかが本
人の問題となっている割合が多いであろう 20 代や 30 代に限ると、賛成派は反対派の 2.5
倍（18 歳～20 代）、3.8 倍（30 代）以上である。
また、選択的夫婦別姓制度に「賛成」とした回答者に対して、実際に夫婦別姓を希望した
いかという問いに対しては、「希望する」が 19.8%（女性 20.5%、男性 19.1%）、「希望しな
い」が 47.4%（女性 50.5%、男性 44.0%）、「どちらともいえない」が 32.1%（女性 28.5%、



































男女共同参画基本計画は 5 年ごとに見直しがおこなわれる。2015 年に閣議決定された最









（第 7 回）」において決定された「女性活躍加速のための重点方針 2018」では、「社会にお
ける活動や個人の生き方が多様化する中で、働きたい女性が不便さを感じ、働く意欲が阻害
されることのないよう、女性活躍の視点に立った制度等を整備していくことが重要である」
















夫婦同姓を強制している民法 750 条は憲法 13 条（個人の尊重）、14 条（法の下の平等）、
24 条 2 項（個人の尊厳と両性の本質的平等）、及び女性差別撤廃条約に違反するとして、民
法改正を求めたのである。
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さらに、注目すべきなのは、最高裁判所裁判官 15 人中女性は 3 名しかおらず、その女性
全員が夫婦同姓義務を「違憲」と判断したことである。結婚改姓を女性の側が行っている夫











が 1 千人以上の大企業で 67.0%、全体では 45.7% に過ぎない（インテージリサーチ 2017：
7）。しかも、「認めている」範囲にはかなりばらつきがあり、「旧姓を認めている」と回答
した企業の中で「呼称、座席（内線番号）表」は 81.2% が認めているのに対し、「論文、執










最高裁判決後の 2018 年 1 月には、最高裁判事に就任した宮崎裕子氏が、最高裁判事 6 人





















るところであります。（下線筆者）」（金田法務大臣発言 第 192 回国会 法務委員会
第 2 号 H28.10.19 会議録より）
「この問題は、我が国の家族のあり方に深くかかわるものでありまして、国民の間に
さまざまな意見があることから、国民的な議論の動向を踏まえながら慎重に対応する必
要があるものと考えております。（下線筆者）」（安倍内閣総理大臣発言 第 196 回国会
予算委員会 第 5 号 H30.2.5 会議録より）
さらに上川陽子前法相は、選択的夫婦別姓制度の導入に賛成する割合が 4 割を超えた内
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2014）。1920 年代になると、彼女の遺志を継ぐ女性たちは Lucy Stone League （ルーシー・











いう社会的な要因がある（Goldin and Shim 2004：144）。Goldin and Shim によると、結
婚改正をしない女性は 1970 年代、1980 年代に急激に増えたが、1990 年代は少し減少した
（Goldin and Shim 2004：144）。
New York Times の記事によれば、アメリカでは、1970 年代に 17% だった結婚改姓をし
ない女性の割合は、1980 年代に 14% へと減少したが、1990 年代には 18% へと再び増加し
た（New York Times 2015）。1980 年代、もしくは 1990 年代に減少に転じた理由として、
社会の男女差別が是正されてきたからではないかと指摘されている（Goldin and Shim 
2004：159、New York Times 2015）。つまり、夫婦別姓は女性の権利や解放の象徴として
とらえられており、社会が男女平等に近づいてくれば、そういったことを強調する必要性が
薄れてくるではないかということである。しかし、その後、再び結婚改姓をしない女性は増
えている。New York Times は、結婚改姓をしない女性は 2000 年に 26%、2014 年は
29.5% という別の調査結果も紹介している（New York Times 2015）。
ヨーロッパでも、日本のように法律で夫婦同姓を強制する国は（おそらく）ないが、妻が
夫の姓に統一することが慣習となっている国や地域は多い。





女性の 4%、イタリアは 12% しか夫の姓を名乗らず、文化的に結婚改姓が一般的ではない
ことが伺える（Valetas 2001）。
イギリスではその後、2014 年に Discourses of Marriage research group が行った調査で
は、異性婚をした女性の 51.15% が夫の名前を名乗り、41.09% が改姓しなかったとしてい
る（Jones and Paterson 2016）。同調査において、結婚改姓をしなかった女性たちの代表的
な意見として紹介されているのは、個人として独立した存在でありたいという願望や、夫の
姓を名乗ることを「社会の常識」とする考え方は時代遅れであり性差別的であるという抵抗



























強制する 1962 年人民法 12 条の規定は、2003 年に憲法裁判所によって違憲であると判断さ
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